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  Of 57 patients with renal cell carcinoma admitted to our hospital or a collaborating hospital

from January 1966 through December 1980， 16 patients were diagnosed to have stage IV cancey．

The therapeutic results of these 16 patients are presented in this paper．

  The patients were 4 females and 12 males， and ranged in age from 48 to 71 years， with an average

of 59．9 years． Metastatic・lesions were seen in the lungs in 6 patients， in the bones in 3 patients， in

the liver in 3 patients， in both the lungs and bones in 2 patients， in the distant iymph nodes in 2 patients，

and ill the skin in l patient． Palliative nephrecto皿y was performed on l O patients． Their survival

rates were 50．0％at 6 months，40。0％atユyear． and 28．6％at 2 years． Four out of 6 patients given

？rovera， Futraful ， and Picibanyl after the palliative nephrectomy survived longer tha n those given

other treatments．

 一般に腎細胞癌の予後は不良であり，とくに遠隔転

移を有するstagc IVの腎細胞癌の予後はきわめて悪

い．われわれは奈良県立医科大学泌尿器科および関連

病院において1966年1月より1980年12月までの15年間

に腎細胞癌57症例を経験し7こが，うち16症例がstage

IVの進行癌であっtc．これらの進行性腎細胞癌の治

療と予後について検討しttので報告する．

症 例

 腎細胞癌57症例の診断は尿路造影，腎血管造影，CT

などによる臨床診断と腎摘出標本と転移腫瘍摘出また

は生検標本の病理組織診断によりおこなったが，stage

IVの腎細胞癌は16例であり，男性12例，女性4例，

年齢は48歳から71歳の平均59．9±8．9歳で，患側は右

腎6例，左腎10例であった．stage分類はRobso11ら1）

の分類，gradeは＄kinnerら2）の分類にしたがって分

類したが，stage IVの16症例の悪性度はgrade 1が

なく，grade 2が5例， grade 3が4例， grade 4が

1例で，他の6例は不明であった．

 stage IVの腎細胞癌の主訴と症状についてstage

I－IIIの症例と比較するとTable 1に示すごとくで

あり，stage I－IIIの症例では腎細胞癌の三大主徴の

いずれかを主訴とするものがほとんどであるが，

stage IVの進行癌では転移などによる症状を主訴と

する症例が多くを占めている，また臨床検査成績にお

いてもstage IVの症例では異常値の出現率が高い．

．stage IVの腎細胞癌の転移部位については肺転移

が最：も多く16例中8例（50．0％）にみられたが，8例

中2例は骨転移を合併しており，また8例中4例の肺

転移巣は単発性であり，骨転移を合併した1例を含む

4例の肺転移巣は多発性であった，骨転移は5例にみ

られ，そのうち2例は肺転移を合併していた．そのほ

か肝転移が2例，遠隔リンパ節転移が2例，皮膚転移

が1例にみられた．
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Table． 1． Sympotoms and laberatory findings
     of renal cell carcinoma

脈塞栓術と放射線療法を併用した1例におこなった．

予 後
Stage

1 11 皿 N

No． of． cases 4 24 13 16

Gross hematuria

Flank pain

Abdominal mass

Weight－loss

Fiver

Cough

SweUing ef lymphnode

Nodule of the skin

General fat igue

Chest pain

Palpltation

ア5．0％    66．ア％   84．6％    43．8％

3フ．5％   46．2％   31．3％

2s．oo／o 20．so／o 3s．se／o ls．se／e

4．2e／o 7．70／o 12，50／e

8．3％    7．フ％

7．フ％

12，50／o

12．50／o

12．5e／．

6，3e／e

6，3e／e

Anemia

Raised E．S．R．

Raised a2－globulin

Hepatic dysfunotion

Raised alkaline“hos．

Hypercalcemia

Erythro¢ytosis

o

o

o

o

o

o

o

33，30／e 30．8a／o 75，9e／e

60，00／e 54・50／o 70，0e／e

40．oe／e so．oo／． 76，ge／e

36，4％   46．2％   5フ．1％

10．On／e 33．3％ 33．30fo

12．5e／e 18．20／o 21．4e／e

4．20／e O o

治 療

 進行性二丁va癌1’6症例に対する治療として原発巣1こ

は腎動脈塞栓術，腎摘出術および放射線療法などをお

こない，転移巣に対しては摘出可能なものに摘出術を

施行し，また5例の転移巣に放射線療法をおこなっ

た．全身的療法としてmedroxy－progcsterone acetate

（Provera）などの内分泌療法， Picibanilによる免疫

療法，N1－2－tetra－hydrofuryl－5－fluorouracil（Futrafu1）

による化学療法をおこなった．

 転移巣が切除可能と考えられた症例や，自然消熱の

可能性を期待して肺や骨転移巣をもつ症例など10例に

対して腎摘出術を施行した．術前処置としての腎動脈

塞栓術は6例｝tおこない，術後のrenal fossaへの放

射線療法を2例に施行した．一方腎摘出術非施行例は

6例であり，4例は腎動脈塞栓術をおこない，うち1

例は放射線療法を併用した．放射線単独療法は1例に

おこない，無治療症例は1例であった．全身的療法と

して内分泌療法，免疫療法および化学療法の併用療法

は腎摘出術施行例の6例と，腎摘出術非施行例で腎動

 腎細胞癌症16例の予後（実測生存率3））についてみ

ると，stage別の5年生存率はstage Iが100％，

stage llが48． 0％， stage lllがIL3％であるが，

stage IVでは16例中8例が4ヵ月以内に死亡し，6

カ月生存率は37． 5％，1年生存率は25． 0％，2年生存

率は15．O％ときわめて悪い．まナこgrade別5年生存

率についてみるとgrade 1は66．7％， grade 2は50．7

％，grade 3は48．9％であるが， grade 4では2年間

生存例はなく1年7カ月で全例死亡した．

 stage IVの進行性腎細胞癌16例の治療方法別予後

についてみると，腎摘出術非施行例は肝転移症例や全

身状態の悪い症例であり，診断後8カ月以内に全例死

亡し，腎動脈塞栓術，放射線療法，内分泌療法，免疫

療法や化学療法もまつ7く予後に対して影響はなかっ

た．腎摘出術施行例10例の予後は1年生存率40． 0％，

2年生存率28．6％であるが，とくに腎摘出術後に内分

泌療法と免疫療法や化学療法を併用しt： 6例中4例に

比較的長期の生存例がみられた、その4例のうち肺と

骨転移巣をもつ7： 1例はig力問生存し，単発性肺転移

の2例の転移巣はstableでそれぞれ15カ月と22カ月

を生存中であり，皮膚転移のユ例は転移下戸除後再発

転移を認めずに18ヵ月の現在生存中である．これらの

治療群の6ヵ月生存率は83．3％，1年生存率66．7％，

2年生存率は40．O％であり他の群と比較して延命効果

を示す傾向がみられた（Fig・1）．

考 察

 腎細胞癌の治療方法としては現在のところ根治的広

範手術療法のみが唯一の完全治癒を期待できるもので

ある．遠隔転移を有する腎細胞癌に対しては古くより

腎摘出術，内分泌療法，放射線療法，化学療法などが

おこなわれてきたが，いずれの治療法においても評価
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Fig． 1． Survival rate of advanced renal cell

    carcinoma according to treatment



塩見・ほか＝Stage W腎細胞癌

されるものはなく，その有効性も確立されていない．

転移を有する腎細胞癌に対する腎摘出術について術後

に転移巣が自然消乱した報告4・5）があり，Dckcrnion

ら6）の集計によると0．8％であるが， 自験例での経

験はない．しかし骨や肺転移巣をもつ腎摘出症例に比

較的長期生存例があること7・8）や，単発性転移症例で

は腎摘出術を施行しtこ方が成績が良いという報告9・10）

があるが，われわれも手術不能例や多発性転移症例以

外は積極的に腎摘出術を施行しtcいと考えている．

 腎動脈塞栓術は腎細胞癌の術前処置として多くの報

告11“v13）があるが，われわれも1978年以降術前処置や

手術不能例に対しておこなっている14・15）．網戸出血量

の減少，手術時間の短縮を目的としに術前処置の腎動

脈塞栓術であるが，stage IVの症例では副側路が発

達しており術中大量出血をみる場合もある．まt

Gelfoamなどの充填止血剤による腎動脈塞栓術には

血流再開があるために長期間の塞栓効果を期待するこ

とはできないとして金属コイルを用いた報告16）や，抗

腫瘍効果と塞栓効果をもつMMCマイクロカプセル

による腎動脈塞栓術の報告17）などさまざまの工夫がな

されており，有用性のある局所的治療法の1っであ

る．

 1963年にBloomら1B）により腎細胞癌に対する内分

泌療法の導入があるが，それ以後多くの症例が検討さ

れ約15～16％のobjective responseの報告19～22）があ

るが，一方では内分泌療法は無効とする報告23・24）もみ

られる．最近では腎細胞癌組織内のホルモンレセプタ

ーの研究25・26）もおこなわれており，今後は内分泌療法

有効症例の選択やその有効性に対する評価がなされる

ことが期待される．

 放射線療法については有効とする報告27～32）や，否定

的な報告33・34）がありいまだ一定の評価は得られていな

い．また最近では化学療法などとの併用35）も試みられ

ているが明らかな効果は得られていない．

 化学療法として腎細胞癌に5－fiuorouracil， CCNU，

dibromodulcitol， hydroxyurea， cyciophosphamide，

MMCなどが有効であるとされているが36・37），まっ

たく無効との報告38）もある．われわれは内分泌療法と

Futrafu1とPicibanilの併用療法を腎摘出術後におこ

なっているが，腎細胞癌の免疫学的研究39・4。）や，免疫

学的治療法41）の試みもあり，腎細胞癌に特異的に有効

な化学療法剤の開発や，特異的免疫療法の開発に期待

したい．

 以上遠隔転移を有する腎細胞癌は治療が困難で予後

不良であるが，単発性転移で転移巣の摘出術が可能で

あれば腎摘出術と転移巣摘出術をおこない，内分泌療
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法や，副作用の少ない化学療法，免疫賦活剤の併用療

法が現在のところ最も有用な治療法と考える．

結 語

 16症例のstage IVの進行性腎細胞癌を経験した

が，腎摘出術と術後Provera， Picibanilおよび

Futrafu1の併用療法を施行した6症例中4例に比較的

長期生存例がみられたことを報告した，

 （御協力を賜った日生病院泌尿器科，大和高田市立

病院泌尿器科，三重県厚生連松阪中央病院泌尿器科，

星ケ丘厚生年金病院泌尿器科，県立奈良病院泌尿器

科，済生会中和病院泌尿器科の諸兄に感謝するととも

に，病理組織学的検索に際して御指導を賜った本学第

1病理学教室日浅義雄助教授に深謝致します．）
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